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趣旨                              

「食品衛生法※」（昭和２２年法律第２３３号。以下「法」という。）第２４条の規定及び

「食品衛生に関する監視指導の実施に関する指針※」（平成１５年厚生労働省告示第３０１

号）、並びに「食品表示法※」（平成２５年法律第７０号）等の関係法令に基づき、飲食に起

因する衛生上の危害発生を防止するとともに、本市の地域特性を考慮した食品衛生に関す

る監視指導を実施するため、令和３年度船橋市食品衛生監視指導計画（以下「監視指導計

画」という。）を次のとおり策定する。 

 

第１ 監視指導の実施に関する基本方針                    

本市は、首都圏に位置し、広域流通食品の製造施設や大型商業施設が多く、また、地方

卸売市場を抱えるなど、生産、製造、消費といった多面性を兼ね備えた都市である。 

また、都市農業・漁業が息づいている地域であり、関連する多くの食品が流通しており、

食品等の安全性を確保するためには、これらの特性を勘案して総合的な見地に立った衛生

対策を実施していく必要がある。 

このため、食品、添加物※、器具及び容器包装（以下「食品等」という。）の生産、製造、

加工、輸入、流通、販売等の実態、食中毒等の危害の発生状況、施設の食品衛生上の管理

状況等を踏まえ、市民の食生活の安全・安心を確保することを目的として、重点的、効率

的かつ効果的な監視指導を実施する。 

 

第２ 監視指導計画の実施期間及び対象施設等                  

１ 実施期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

 

２ 対象施設及び対象者 

（１）法の規定に基づく営業施設及び食品等事業者※ 

（２）「食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律※」（平成２年法律第７０号。以下

「食鳥処理法」という。）の規定に基づく食鳥処理場※及び従事者 

（３）「ふぐの取扱い等に関する条例※」（昭和５０年千葉県条例第１号）の規定に基づくふ

ぐ営業認証施設※及びふぐ処理師※ 

（４）食品表示法に基づく食品関連事業者等※ 

（５）消費者（食品等の安全性の確保に関する施策へ意見を表明する等の役割） 

 

第３ 監視指導の実施体制等                    

１ 監視指導の実施体制 

対象施設等への監視指導は、保健所衛生指導課が担当する。 

 

２ 厚生労働省、消費者庁及びその他の都道府県等の食品衛生担当部局との連携 

広域流通食品等に係る違反や食中毒発生時には、厚生労働省、消費者庁及び関係自治体

の食品衛生担当部局と連絡・連携を緊密にし、流通及び被害の拡大防止対策を講じる。特

に、複数の都道府県等が関係する等、食中毒患者等が広域に発生した場合等には、厚生労

働大臣が設置し、関係者で構成される広域連携協議会に参加し、食中毒の原因調査及びそ
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食品等事業者 消費者
安全な食品の提供

国

【農林水産省】

（農政局を含む）

【厚生労働省】

（厚生局を含む）
【消費者庁】

関係自治体

【千葉県】

【千葉市】【柏市】
【他自治体】

市役所関係部局

【農水産課】【地方卸売市場】

【教育委員会】

【公立保育園管理課】

【消費生活センター】等

地域保健課

食品表示

等

衛生指導課保健総務課

食品検査

感染症対策

等

・施設への立入 ・リスクコミュニケーション

・食品等の収去 ・食中毒等の対応 等

船橋市保健所

連携 連携 連携

意見

監視指導相談
相談
啓発

リスクコミュニケーション

の結果に関する必要な情報を共有し、関係機関の連携の緊密化を図るとともに、食中毒患

者等の広域にわたる発生又はその拡大を防止するために必要な対策について協議する。ま

た、各種会議や協議会等を通じて、食品衛生に関する問題の討議、監視指導状況や衛生対

策について情報交換等を行う。なお、千葉県、千葉市及び柏市との間においては、食品衛

生担当者会議等において情報交換等を行い、緊密な連携を図る。 

 

３ 庁内担当部局との連携 

腸管出血性大腸菌※、ノロウイルス※等による食中毒の発生及び発生時の拡大防止を図る

ため、学校、病院、保育園、社会福祉施設等の集団給食の衛生管理に関する助言・指導等

を庁内担当部局と連携して行う。特に、感染症と密接な関係のある事案については、保健

所保健総務課結核感染症係等と情報を共有し連携を図る。 

 本市の流通拠点である地方卸売市場から流通する食品の安全性を確保するため、同市場

と連携を図る。 

また、食品表示法の保健事項に係る事案については、保健所地域保健課と情報を共有し

連携を図る。 

 

４ 農林水産部局等との連携 

経済部農水産課との間において、生産段階に係る食品の安全性を確保するため、違反情

報等を相互に提供する等の緊密な連絡体制を確保し、農産物等の生産者に対する衛生指導

等について連携を図る。 

生産段階の食品安全規制に係る違反を発見した場合には、当該自治体の食品衛生担当部

局を通じて、当該自治体の農林水産部局と連絡調整を図るほか、必要に応じて農林水産省

関東農政局消費・安全部等との連携を図る。 

また、消費者庁及びその他関係行政機関との間で違反情報を相互に提供する等、食品表

示行政における連絡及び連携体制を確保する。 

 

５ 試験検査実施体制の整備等 

食品等の検査は、保健所保健総務課検査係及び法第３１条に規定する登録検査機関※並び

に千葉県衛生研究所で行う。 

 また、保健所の検査結果の信頼性を確保するための業務管理基準（ＧＬＰ）の徹底、内

部精度管理及び外部精度管理調査の定期的実施等により、食品等検査の信頼性の向上に努

めるとともに、必要な検査機器の整備及び検査員に対する技術研修の実施に努める。 
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第４ 共通監視指導事項及び重点監視指導事項                    

１ 共通監視指導事項 | 法令遵守の確認 

（１）全施設 

法、「船橋市食品衛生法に基づく公衆衛生上講ずべき措置の基準に関する条例※」（平成

１４年船橋市条例第５３号。以下「市条例」という。）、「千葉県食品衛生法施行条例※」

（平成１２年千葉県条例第３号。以下「県条例」という。）で定められている次の事項へ

の適合を確認し、その遵守徹底を指導する。 

規定事項 条文 

不衛生食品等の販売等の禁止 法第６条 

病肉等の販売の禁止 法第１０条 

指定外添加物等の販売等の禁止 法第１２条 

規格又は基準に合わない食品等の販売等の禁止 法第１３条、法第１８条 

基準に合う表示がない食品等の販売等の禁止 法第１９条、食品表示法第５条 

公衆衛生上必要な措置の基準 

（HACCP※に沿った衛生管理） 
法第５０条の２、市条例第２条＊ 

営業施設の基準 法第５１条、県条例第３条 

＊市条例による規定は令和３年５月３１日まで。 

  特に、食品の製造段階、加工段階及び調理段階における監視指導にあたっては、一般

的衛生管理及び HACCP に沿った衛生管理を実施するための衛生管理計画及び手順書並

びに衛生管理の実施状況の記録について、営業者が適切に作成できるよう指導するとと

もに、営業者が作成した衛生管理計画及び手順書の内容を確認する。 

加えて、食品表示基準※（平成２７年内閣府令第１０号）の衛生事項※についての適合

を確認し、その遵守徹底を指導する。 

 

（２）認定小規模食鳥処理場※ 

食鳥処理法で定められている次の事項への適合を確認し、その遵守徹底を指導する。 

規定事項 条文 

構造設備基準 食鳥処理法第５条第２項 

衛生管理等の基準 食鳥処理法第１１条 

食鳥処理羽数上限 食鳥処理法第１６条第４項 

適正な方法による異常の確認 食鳥処理法第１６条第５項 

 

 

２ 重点監視指導事項 | 本市の地域特性並びに市内及び全国の状況を踏まえて定める 

監視指導事項  

（１）食中毒予防対策 

市内及び全国においては、ノロウイルス及びカンピロバクター※による食中毒発生件数

が多いこと、近年は、全国的に寄生虫による食中毒発生件数が多く、本市においてもそ

の事例があること等を踏まえ、次の事項を重点として、食中毒予防対策を実施する。 
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項目等 監視指導事項 

ノロウイルス食中毒 

 

 発生要因は、調理従事者の 
手指を介した二次汚染によ 
るものが多い 

 

二枚貝等による食中毒も 
依然として報告されている 

 

●調理従事者等の健康管理状況 

●手指や調理器具等の洗浄・消毒の徹底 

●手洗い環境の整備（適切な位置・大きさの手洗い

器及び適切な石けん・消毒液・手拭きの設置等） 

●手袋の適切な交換、作業着等の衛生的な管理 

●加熱調理の状況 

●二枚貝等ノロウイルス汚染のおそれのある食品の

衛生的取扱い 

食肉による食中毒 

 

食肉はカンピロバクター、 
腸管出血性大腸菌等の食中 
毒の原因食品となりやすい 

 

その発生要因は、不衛生な 
食肉の取扱い及び食肉を非 
加熱又は加熱不十分な状態 
で食べることによるものが 
多い 

 

●二次汚染防止対策を中心とした食肉の衛生的な取

扱いの徹底 

●牛肝臓や加熱用牛肉及び豚肉が、生食用として提

供等されていないことの確認 

●生食に関する規制の無い鶏肉等について、中心部

まで十分加熱すること 

●焼肉店等に対しては、以下の点についても指導す

る 

 ・肉を中心部まで十分加熱するよう、客へ注意喚

起すること 

 ・客が生肉を取り扱うための専用の器具を用意す

ること 

 ・焼いた後の肉は、生肉用器具ではなく、別の箸

で取るよう客へ注意喚起すること 

寄生虫による食中毒 

  

全国的に、アニサキス※や 

クドア※によるものが多い 
 

これらが寄生した魚介類を 

生食することが原因となる 

 

●原因となりやすい魚介類の把握 

●冷凍処理や加熱処理が有効であること 

●アニサキスについては魚介類を調理する際の虫体

除去及び迅速な内臓の除去並びに内臓を生で提供

しないこと 

 

 

（２）大規模な食品製造施設（県域を越える等、広域に大量流通する食品を製造する施設）

に対する監視指導  

大規模な食品製造施設に対しては、次の事項を重点とし、監視指導を実施する。 

項目 監視指導事項 

食品製造時における衛生管理 以下の事項について、管理運営要領等の内容及びこれ

に基づいた衛生管理が適切に実施されているか確認

する。 

●期限切れの原材料の使用等、不適切な原材料の使用

の有無 

●原材料の在庫管理等を含めた製造管理全般 
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記録の作成・保存の確認 ●使用した原材料の期限表示に係る記録等、食品の製

造・加工・保存等に係る記録が、食品衛生法第３条

第２項の「食品等事業者の記録の作成及び保存に係

る指針（ガイドライン）※」（平成１５年８月２９日

付け食安発第０８２９００１号別添）に基づき、適

正に作成・保存されているか確認する。 

期限表示の確認 ●科学的・合理的根拠に基づき、期限表示を適切に行

っているか確認する。 

●製品の期限設定の一覧とその根拠が備え付けられ

ているか確認する。 

 

（３）大量調理施設※に対する監視指導 

給食施設、弁当屋、仕出屋等の大量調理施設に対しては、「大量調理施設衛生管理マ

ニュアル※」（平成９年３月２４日付け衛食第８５号別添）に基づく衛生管理や記録の作

成・保存等を適切に行うよう監視指導を行う。 

なお、大量調理施設に該当しないものであっても、病者、高齢者、児童等が主に利用

する病院、社会福祉施設、学校給食施設等に関しては、重点を置いて監視指導を実施す

る。 

 

（４）食品流通拠点に対する監視指導 

広範囲に影響を与える地方卸売市場、百貨店及びスーパーマーケット等、食品等が集

積する流通拠点においては、貯蔵、運搬、陳列等をはじめとする食品等の衛生的な取扱

いの実施状況及び適正な表示の実施に重点を置いて監視指導を実施する。 

 

（５）食品群ごとの食品供給行程（フードチェーン）に係る事項 

  主な食品群ごとに生産から消費者への販売までの各段階において、食品衛生上の危害

を防止するため、別表１のとおり重点監視指導事項を定める。 

 

第５ 一斉取締りの実施                    

次に示す時期等に、厚生労働省及び消費者庁が示す方針を踏まえ、対象業種※（施設）を

定めて監視指導を行い、食品による健康被害等発生の防止に努める。 
（１）細菌性食中毒が多発する夏期 

（２）ウイルス性食中毒が多発し、食品の流通量が増加する年末 

（３）特定の違反事例が頻発するなど、食品衛生に係る問題が発生し、それに伴う全国的

な調査や監視指導を行う必要が生じた場合 

 

第６ 施設への立入検査                    

１ 基本方針 

食品の製造・加工技術等の高度化、食品の多様化、食品流通の広域化・国際化等に適切

に対処するため、計画的・効果的かつ科学的知見に基づいた監視指導を推進する。           

また、HACCP に沿った自主衛生管理体制強化促進及び監視指導を実施し、指導内容の

充実に努める。 
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２ 監視指導対象施設の業種及び立入検査回数 

令和３年度の立入検査は、別表２の立入検査実施計画に基づき実施する。 

立入検査の実施にあたっては、「第４ 共通監視指導事項及び重点監視指導事項」に示す

項目を中心とした、より綿密な監視指導を実施するとともに、HACCP に沿った衛生管理

に係る指導、助言等を行う。また、食中毒等発生リスクの高い施設や、食中毒等発生時の

影響度が高い施設等については、特に、重点的な立入検査を実施するものとする。 

なお、監視指導をより、効率的・効果的なものとするため、監視指導対象施設を業種（施

設）ごとに、危害度、製造・販売される食品の量及び流通の広域性、営業の特殊性等を考

慮して、監視指導の重要度が高い順にＡ～Ｇの７区分に分類する。区分別の立入予定回数

等は、以下のとおりとする。 

区分 立入予定回数 重要度 危害度 製造量 広域性 特殊性 

Ａ ６回以上／年 極めて高い 大きい 多い 広域 高い 

Ｂ ３回以上／年 

     

Ｃ ２回以上／年 
     

Ｄ １回以上／年      

Ｅ １回以上／２年      

Ｆ １回以上／３年      

Ｇ 更新時等 極めて低い 小さい 少ない 限局 低い 

 

第７ 食品の収去検査等                           

１ 基本方針 

市内で生産、製造、加工等されている食品の中から広域流通食品等を中心に収去検査※

又は買上げ検査（以下「収去検査等」という。）を実施し、違反食品等の流通防止を図る。 

なお、選定は、過去の立入検査結果や違反状況等を踏まえ、違反の可能性が比較的高い

と考えられる食品等を中心に実施する。 

 

２ 対象食品と検査項目等 

令和３年度の収去検査等は、別表３の収去検査等実施計画に基づき実施する。なお、各

検査については以下のとおりとする。 

（１）加工食品の規格基準※や衛生状況の検査 

・規格基準が定められている食品を中心に検査を実施する。 

・その他の食品は各種衛生規範※、船橋市における細菌検査に関する判定基準に基づき 

 確認する。 

・調理器具や手指等のふきとり検査を実施し、施設の衛生状況を確認する。 

（２）農産物の残留農薬※の検査 

主に市内産の農産物を中心に残留農薬の検査を実施する。 

（３）市内流通食品の放射性物質※の検査 

平成２４年４月に、法に基づき放射性セシウム※の基準値が設定されたことから、市内

に流通する食品の安全性を確認するため、放射性セシウムの検査を実施する。 

（４）食品表示の確認 
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食品の表示が食品表示法に基づいて適切に行われているか確認する。 

 

第８ 違反発見時の対応                       

１ 立入検査時に違反を発見した際の対応 

（１）極力その場において改善指導を実施する。 

（２）違反が軽微で、直ちに改善が図られるもの以外は、書面により改善指導を行い、改

善措置状況の確認等を適切に行う。 

（３）関係法令に違反する食品等が現存する場合は、その食品等が販売され、又は営業上

使用されないよう、回収、廃棄命令等の措置を講ずる。 

（４）必要に応じて営業停止等の処分を行う。 

（５）悪質な違反については告発を行う。 

 

２ 収去検査等の結果、違反を発見した際の対応 

（１）当該食品等が販売又は営業上使用されないよう、速やかに回収・廃棄命令等の措置

を講ずる。 

（２）必要に応じて営業停止等の処分を行う。 

（３）速やかに原因を究明するとともに、書面により改善指導を行い、改善措置状況の確

認等を適切に行う。 

（４）悪質な違反については告発を行う。 

（５）当該食品等が本市以外で生産、製造、加工等行われたものである場合は、速やかに

所管する食品衛生担当部局に連絡するとともに、必要に応じ、連携して回収・廃棄

命令等の措置を速やかに講ずる。 

（６）広域流通食品や輸入食品等の場合は、関係自治体の食品衛生担当部局又は国へ迅速

に情報提供し、連携して食品等の流通防止等の必要な措置を講ずる。 

 

３ 違反事実の公表 

食品衛生上の危害状況を明らかにし、危害の拡大防止及び再発防止を図るため、関係法

令に違反したとして行政処分等を実施した場合、違反者の氏名又は名称、対象食品、対象

施設等を随時公表する。 

 

第９ 情報提供及びリスクコミュニケーションの実施              

１ 監視指導計画及び実施結果の公表等 

監視指導計画を策定する場合及び年度途中に変更する場合は、その内容を公表し、市民

等の意見を反映した監視指導計画の策定に努める。 

令和３年度の監視指導計画に基づく実施結果、収去検査等の結果の概要については、令

和４年６月末までに公表する。 

 

２ 食品衛生に関する情報提供及び普及啓発 

（１）ホームページ、広報等による食品衛生に関する情報の提供 

市民や事業者に対し、ホームページ、DVD の貸し出しや広報誌等により、食中毒予防

等の食品衛生に関する情報を提供する。 

インターネット等を用いる機会の少ない市民については、保健所の窓口に資料を備え
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付け、自由に閲覧できるようにする。 

 

（２）食品衛生に関するリーフレット等の配布 

市民や事業者に対して、正確でわかりやすい食品衛生に関する情報を提供するため、

リーフレット等を作成し、配布する。 

 

（３）講習会の実施 

保健所等における講習会の開催、食品等事業者の組合が主催する衛生講習会への講師

の派遣等を通じて、市民や事業者に対して、食品の衛生的な取扱い等について正しい食

品衛生知識の普及啓発を行う。食中毒発生のリスクが高い食品を取り扱う事業者につい

ては、その食品に関する講習会を行う。 

令和３年度の講習会は、別表４の食品衛生講習会等実施計画に基づき実施する。 

 

（４）食中毒予防街頭イベントの実施 

細菌性食中毒が多発する夏期に、船橋市食品衛生協会と協力して、食中毒予防パレー

ドを実施する。 

 

（５）食中毒警報※等の発令 

「船橋市食中毒警報等発令要領」に基づき、細菌性食中毒が多発する夏期に、食中毒

注意報※又は食中毒警報を発令し、市民及び食品等事業者へ食品の取扱い及びその他の食

品衛生に関する注意を喚起し、危害発生の未然防止を図る。 

 

（６）地域行事における食品等の衛生確保 

  年間を通じて市内の各地域では、町会の行事、文化祭、バザー等が開催されている。

これらの地域の行事開催に係る相談を受けた際等には、食品等の衛生的な取扱い等につ

いて助言するとともに、関係者を対象とした講習会への参加を促し、衛生確保を図る。 

 

３ 報道発表 

食中毒等の健康被害が発生した場合や､違反食品が広域又は大量に流通し、あるいは流通

する恐れがある場合は、食中毒予防啓発及び危害の拡大防止のため､報道発表を行う。 

 

４ 食品衛生施策に係る意見交換（リスクコミュニケーション※）の実施 

市民、事業者、生産者及び行政担当者が参加する食品に関しての意見交換会（リスクコ

ミュニケーション）を開催し、相互理解を図る。 

 

第１０ 食中毒等健康被害発生時の対応                 

１ 食中毒等健康被害発生時の原因究明 

食中毒等健康被害が発生した場合は、患者の症状や喫食状況の調査を適切に行うととも

に、関係部局と緊密な連携を図り、迅速な原因究明を行う。 

 

２ 食中毒等健康被害の拡大及び再発の防止 

必要に応じて、営業の禁止・停止等の行政処分、施設の消毒、調理従事者に対する衛生

教育等を行うことで、適切な衛生管理を定着させ、食中毒等健康被害の拡大及び再発の防

止に努める。 
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３ 食中毒等健康被害状況についての公表 

食中毒予防啓発及び危害の拡大防止の観点から、食中毒発生状況等について事業者及び

市民への情報提供を図るため、必要な情報については、可能な限り速やかに公表する。 

 

４ 指定成分等※を含む食品等による健康被害発生時の対応 

指定成分等を含む食品等を取り扱う営業者から当該食品等が人の健康に被害を生じ、又

は生じさせるおそれがある旨の情報の届出があった場合は、必要に応じて関係者と連携し、

厚生労働省への報告を行う。 

また、いわゆる健康食品（指定成分等を含む食品等を除く。）による健康被害発生時にお

いても、原因の究明に努め、調査結果を厚生労働省へ報告する。 

 

第１１ 食品等事業者自らが実施する衛生管理の向上            

１ 食品衛生責任者※等の設置 

営業施設には、法又は市条例＊の規定に基づく食品衛生責任者、又は法の規定に基づく食

品衛生管理者※を設置させ、施設における衛生管理及び従事者に対する衛生教育の徹底を図

るとともに、食品衛生責任者又は食品衛生管理者が、法令等に規定される責務を的確に果

たせるよう、営業者に対し必要な指導を行う。 

また、ふぐを処理する営業者に対して、ふぐの取扱い等に関する条例に基づくふぐ処理

師又はその者の立会いの元に他の者がふぐを処理することの徹底を図る。 

＊市条例による規定は令和３年５月３１日まで。 

 

２ 自主検査及び記録の作成・保存の推進 

食品等事業者の責務である自主検査や、原材料の安全性確認等の実施を促すとともに、

食品等事業者の記録の作成及び保存に係る指針（ガイドライン）に基づき、食品の製造販

売等に係る記録の作成及び保存を推進する。 

 

３ ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理実施の支援 

食品衛生管理の国際基準である HACCP に沿った衛生管理の制度化については、平成３

０年６月１３日に「食品衛生法等の一部を改正する法律」が公布され、令和２年６月１日

に施行された。その後１年間の経過措置期間経て、令和３年６月１日に完全施行され、原

則としてすべての食品等事業者に、HACCP に沿った衛生管理の実施が求められる。 

そこで、食品等事業者が適切に HACCP に沿った衛生管理に取り組めるよう、各種講習

会等を通じて HACCP に沿った衛生管理ついて周知するとともに、営業施設への立入検査

時に必要な助言や指導を行うことで、技術面・情報面の支援を行う。特に小規模営業者等

については、 HACCP の考え方を取り入れた衛生管理を実施することができるよう、食品

等事業者団体が作成し厚生労働省が内容を確認した業種別手引書を用いて、きめ細かい助

言・指導を行う。 

 

第１２ 食品衛生に係る人材育成・資質向上等             

１ 食品衛生監視員※等の資質向上 

食品衛生監視員、食鳥検査員※等に対し、食品安全行政の新たな枠組み、新開発・新技術

応用食品、HACCP 等衛生管理技術、疫学調査技術その他食品衛生に関する専門的知識や
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新たな検査技術の習得のための研修を実施するとともに、厚生労働省や他自治体等が主催

する研修会や講習会等へ積極的に参加し、業務の円滑な遂行と職員の資質向上に努める。 

 

２ 食品関連施設の自主的衛生管理を担う者に対する衛生教育等の実施 

食品取扱事業者等に対し、食中毒予防等の衛生講習会を実施する。 

また、食品衛生責任者、食品衛生管理者、食鳥処理衛生管理者※に対し、その責務が適切

に果たされるよう、講習会や情報提供を実施する。 

 

３ 食品衛生協会との連携協力及び食品衛生指導員の育成指導 

船橋市食品衛生協会の食品衛生指導員※との連携強化を図り、自主的な衛生管理向上のた

めの巡回指導及び助言・指導を推進する。 

また、船橋市食品衛生協会が実施する食品衛生指導員研修会等に講師を派遣し、技術と

知識についての教育を行い、食品衛生指導員等の育成指導を図る。 

 

４ 表彰の実施 

施設の衛生管理が特に優秀である施設や、本市の食品衛生の向上に貢献した者を表彰す

ることにより、食品等事業者による自主的な衛生管理の向上を図る。 
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別表１                食品群ごとの食品供給行程を通じた監視指導事項   

   工程 

食品群 
生産、製造及び加工 貯蔵、運搬、調理及び販売 

食肉、食鳥

肉及び食肉

製品 

【食肉処理業、食肉製品製造業】 

１ 食肉処理施設における微生物汚染

の防止の徹底を指導する。 

２ 製造又は加工に係る記録の作成及

び保存を推進する。 

３ 原材料受入れ時の検査等による原

材料の安全性の確保の徹底を指導す

る。 

４ 食肉製品について、成分規格※等の

検査を実施する。 

５ 野生鳥獣肉について、食肉処理施

設で解体されたものの使用の徹底を

指導する。 

【食肉販売業、飲食店営業、そうざい

製造業】 

１ 枝肉及びカット肉の流通管理(保

存温度、衛生的な取扱い等)の徹底を

指導する。 

２ 加熱調理時における十分な加熱の

徹底を指導する。 

３ 生食用食肉※について、規格基準や

衛生基準、及び表示基準が遵守され

ていることを確認する。 

４ 野生鳥獣肉について、食肉処理施

設で解体されたものの使用の徹底を

指導する。 

乳及び乳製

品 

【乳処理業、乳製品製造業】 

１ 製造過程又は加工過程における微

生物汚染の防止を指導する。 

２ 製造又は加工に係る記録の作成及

び保存の推進を指導する。 

３ 食品等事業者による原材料受入れ

時の残留抗生物質及び残留抗菌性物

質の検査の実施等による原材料の安

全性の確保の徹底を指導する。 

４ 飲用乳等について、出荷前に微生

物等の自主検査の徹底を指導する。 

【乳類販売業】 

１ 流通管理（保存温度、衛生的な取

扱い等）の徹底を指導する。 

食鳥卵 

【卵選別・包装業者等】 

１ 新鮮な正常卵の受入れの徹底を指

導する。 

２ 汚卵、軟卵及び破卵の選別等検卵

の徹底を指導する。 

３ 製造又は加工に係る記録の作成及

び保存を推進する。 

【飲食店営業、菓子製造業、食品販売

施設等】 

１ 調理施設等における温度管理の徹

底を指導する。 

２ 破卵等の検卵の徹底を指導する。 

水産食品(魚

介類及び水

産加工品) 

【魚肉練り製品製造業、魚介類販売業

等】 

１ 生食用鮮魚介類の衛生管理の徹底

を指導する。 

２ 製造過程又は加工過程における微

生物汚染の防止を指導する。 

３ 加熱を要する食品についての加熱

調理の徹底を指導する。 

４ 製造又は加工に係る記録の作成及

び保存を推進する。 

５ 魚肉練り製品について、成分規格、

食品添加物※の検査を実施する。 

【魚介類競り売り営業、魚介類販売業、

飲食店営業、そうざい製造業】 

１ 保存温度、衛生的な取扱い等の徹 

底を指導する。 

２ 加熱を要する食品についての加熱 

調理の徹底を指導する。 

３ 有毒魚介類等の市場からの排除を  

徹底する。 

４ ふぐ処理施設および販売施設にお

ける適正な取扱いを指導する。 
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野菜、果実、

穀類、豆類、

種実類、茶

等及びこれ

らの加工品

(有毒植物及

びキノコ類

を含む。) 

【そうざい製造業、漬物製造施設等】 

１ 生食用野菜、果実等の衛生管理の

徹底を指導する。 

２ 製造過程又は加工過程における微

生物汚染の防止を指導する。 

３ 製造又は加工に係る記録の作成及

び保存を推進する。 

４ 加工品（漬物、佃煮等）について、

食品添加物等の検査を実施する。 

【食品販売施設等】 

１ 生食用野菜、果実等の洗浄及び必

要に応じた殺菌の徹底を指導する。 

２ 有毒植物等の排除の徹底を指導す 

る。 

３ 適正な表示の徹底を指導する。 

＜その他監視指導事項＞ 

１ 添加物(その製剤を含む。以下同じ。)の製造者及び加工者並びにこれを使用する食品の製

造者及び加工者による使用添加物の確認の徹底を指導する 

２ 添加物を使用して製造又は加工した食品について、添加物検査を実施する 

３ 製造者及び加工者による異物の混入防止対策の徹底を指導する 

４ 製造者及び加工者による製造段階及び加工段階における低温保管等の温度管理の徹底を

指導する 

５ 食品表示基準の規定に基づくアレルゲン※を含む食品に関する表示の徹底のための製造

者及び加工者による使用原材料の点検及び確認の徹底を指導する 

 



 
14 

別表２              立入検査実施計画 

区分 予定回数 業種（施設） 備考 

Ａ ６回以上／年 地方卸売市場 水産仲卸施設、関連商業施設等 

Ｂ ３回以上／年 関係法令に違反したことにより行

政処分を受けた施設、又は、それに

準ずる施設＊ 

適切な衛生管理の定着を確認し

た日より１年の間に３回以上 

Ｃ ２回以上／年 大規模な食品製造・加工施設 県域を越える等、広域に大量流

通する食品を製造・加工する施

設 

  飲食店営業（仕出屋、弁当屋）のう

ち、大量調理施設 

 

Ｄ １回以上／年 飲食店営業のうち、右記に該当する 

施設 

・大規模な宴会場を有する施設 

・寿司屋、焼肉屋、焼鳥屋等、

食中毒等の発生リスクが高い

施設 

・仕出屋、弁当屋（区分Ｃに該

当する施設を除く） 

生食用食肉取扱い施設 飲食店、食肉販売店等で生食用

食肉（牛の肉（内臓肉を除く））

を加工・調理・提供する施設等 

ふぐ営業認証施設  

認定小規模食鳥処理場  

Ｅ １回以上／２年 大型商業施設 百貨店、ショッピングセンター、

スーパーマーケット等 

  集団給食施設 

（学校、病院、社会福祉施設、保育

園） 

 

Ｆ １回以上／３年 飲食店営業 

（他の区分に該当する施設を除く） 

食中毒等発生リスクが低い施設 

  食品製造・加工施設 

（他の区分に該当する施設を除く） 

HACCP の考え方を取り入れた

衛生管理の対象となる、比較的

小規模な施設 

  集団給食施設（事業所）  

  魚介類販売業、食肉処理業、食肉販

売業 

（他の区分に該当する施設を除く） 

 

Ｇ 更新時等の実情

に応じて実施 

飲食店営業、菓子製造業のうち、 

右記に該当する施設 

スナック、バー、コンビニエン

スストア、食事提供がほとんど

無い旅館等、食中毒等発生リス

クが極めて低い施設 

  自動販売機を利用して行う営業施

設、自動車を利用して行う営業施

設、露店等 
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  許可を要しない施設 

（他の区分に該当する施設を除く） 

 

＊保健所長が準ずると判断した施設 

 

○立入検査回数の増減、補完等 

（１）食品衛生上の管理が十分でない等重点的に監視指導を実施すべき施設については、
立入検査回数に上限を設けることなく、必要に応じて実施する。 

（２）立入検査予定回数にかかわらず、施設の衛生管理状態が一定水準以上である優良施
設は立入検査回数を軽減する場合がある。 

（３）新たに営業許可を取得した施設については、営業許可を取得した翌年度に立入検査
を行うこととし、それ以降は各区分の予定回数に基づき立入検査を実施する。 

（４）この立入検査計画を補完するために、各施設の立入検査時に発見した違反及びこれ

に伴う指導・助言内容、検査結果事項等についての衛生講習会を実施することによ

り、食品取扱施設の効果的かつ効率的な監視指導の実施を図る。 
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別表３              収去検査等実施計画 

対象食品 

検

体

数 

検査機関 
収去・ 

買上先 

検査内容 

微
生
物 

添
加
物 

成
分
規
格 

残
留
農
薬 

放
射
性 

セ
シ
ウ
ム 

弁当・そうざい 87 保健所保健総務課検査係 製造施設 ○ 

   

 

調理パン 12 保健所保健総務課検査係 製造施設 ○     

生食用鮮魚介類 24 保健所保健総務課検査係 製造施設 ○ 

    麺類 10 保健所保健総務課検査係 製造施設 ○ 

    牛乳・乳飲料 7 保健所保健総務課検査係 製造施設 ○ 

 

○ 

  豆腐 8 保健所保健総務課検査係 製造施設 ○ 

    清涼飲料水 10 登録検査機関 製造施設 ○ ○ ○ 

  食肉製品 4 登録検査機関 製造施設 ○ ○ ○ 

  魚肉練り製品 8 登録検査機関 製造施設 ○ ○ 

   氷雪 5 保健所保健総務課検査係 製造施設 ○     

漬物（浅漬け） 4 登録検査機関 製造施設 ○ ○ 

   冷凍食品 24 保健所保健総務課検査係 製造施設 ○ 

    佃煮 8 登録検査機関 製造施設 ○ ○ 

   菓子類 36 登録検査機関 製造施設 ○ ○ 

   野菜類 31 登録検査機関 販売施設 

   

○ 

 果物類 5 登録検査機関 生産者    ○  

市内流通食品 160 登録検査機関 
製造施設 

販売施設 

    

○ 

※ アレルゲン、遺伝子組換え食品※の検査：市内で製造又は加工された食品等に違反の
疑いが生じた場合に実施する。 

 
 

 

 

 

別表４            食品衛生講習会等実施計画    

対 象 者 講 習 会 の 名 称 回数 受講者数 備   考 

食品等事業者 

食品営業者講習会 35 2,000  

営業者新規講習会 12   500 
船橋市食品衛生協会へ 

業務委託 

食品衛生責任者実務講習会 12   400  

食品衛生講習会 随時   

消費者等 
模擬店衛生講習会 4 500  

食品衛生講習会 随時   
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用語解説   

【あ行】  

●アニサキス 

主に海産魚介類等を介した食中毒が問題となっている寄生虫。 

＜特徴＞ 

魚介類や海産哺乳類（イルカやクジラなど）の体内 

にいることが知られている。 

魚介類に寄生しているものは体長２～３ｃｍ程で、 

アニサキスが寄生したサバ、イワシ、サンマ、イカ 

などの刺身を食べて発症する。 

＜食中毒症状＞ 

  潜伏時間は、多くが８時間以内で主に激しい腹痛を生じる。 

嘔吐やじんましん等のアレルギー症状を伴う場合もある。 

＜対策＞ 

加熱（７０℃以上。又は６０℃、１分間）を行う。 

－２０℃以下、２４時間以上冷凍する。 

  目視での確認を徹底し、新鮮な魚を選ぶ。 

  内臓の提供は避け、内臓の処理は速やかに行い筋肉部への移行を防ぐ。 

 

●アレルゲン  

食物の摂取により、身体の免疫機能から、発疹等の症状が出現するものを「食物アレ

ルギー」という。近年、この食物アレルギーによる健康被害が多く見られるため、アレ

ルゲンを含む食品の表示が義務付けられた。 

現在、食品表示法では、特定原材料のアレルゲンとして表示を義務づけているものが

７品目（えび、かに、小麦、そば、卵、乳、落花生）、特定原材料に準ずるものとしてア

レルゲンを含む旨を可能な限り表示するよう努めることとされているものが２１品目

（アーモンド、あわび、いか、いくら、オレンジ、カシューナッツ、キウイフルーツ、

牛肉、くるみ、ごま、さけ、さば、大豆、鶏肉、バナナ、豚肉、まつたけ、もも、やま

いも、りんご、ゼラチン）ある。 

 

●遺伝子組換え食品 

遺伝子組換え技術（組換えDNA技術）を応用した食品のこと。 

遺伝子組換え技術（組換えDNA技術）とは、ある生物から有用な遺伝子を取り出して、

他の植物等に導入する技術のことで、この技術により、食品生産を量的・質的に向上さ

せるだけでなく、害虫や病気に強い農作物への改良や、日持ち・加工特性などの品質向

上に利用されている。 

遺伝子組換え食品の開発、流通は、国際的にも広がってきており、今後さらに新しい

食品の開発が進むことも予想され（未審査のものは安全とはいえないことから）、安全性

未審査のものが国内で流通しないよう、安全性審査（食品健康影響評価）を法的に義務

化している。 

わが国において安全性が確認され、販売・流通が認められている作物は、大豆（枝豆

及び大豆もやしを含む。）、とうもろこし、ばれいしょ、なたね、綿実、アルファルファ、

てん菜、パパイヤの８種類。遺伝子組換え農産物及びこれを原料とした加工食品（豆腐、

 
＜厚生労働省ホームページより＞ 
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納豆など）については、原則、表示が義務付けられている。 

また、高オレイン酸遺伝子組換え大豆及びこれを使用した加工食品について、「大豆（高

オレイン酸遺伝子組換え）」などの表示が義務付けられている。 
 

●衛生規範 

食品の安全性確保の推進及び全体的衛生水準の向上を図るため、製造から販売までの

工程全般における衛生的な取扱いや製品の規格等について厚生労働省が示した指針のこ

と。現在、弁当・そうざい、漬物、洋生菓子、セントラルキッチン／カミサリー・シス

テム、生めん類の５種類の食品等について衛生規範が定められている。 

 

●衛生事項 

  食品表示法及び食品表示基準で定められている事項のうち、食品の名称、遺伝子組み

換え食品、添加物、賞味・消費期限、保存方法、製造所等の情報等の、国民の健康の保

護を図るために必要な事項をいう。食品表示法の施行前は、これらの事項は食品衛生法

及びＪＡＳ法で定められていた。 

 

【か行】  

●カンピロバクター 

主に食肉を介した食中毒が問題となっている細菌。 

＜特徴＞ 

家畜や家禽類の腸管内に生息し、食肉（特に鶏肉）や 

飲料水を汚染する。 

新鮮な食肉（特に鶏肉）で活発に活動する。 

＜食中毒症状＞ 

潜伏期間は、１～７日。 

主症状は、発熱、倦怠感、頭痛、吐き気、腹痛、下痢、 

血便など。 

少ない菌量でも発症。 

＜過去の食中毒原因食品＞ 

食肉（特に鶏肉）、飲料水、生野菜、未殺菌牛乳など。     

潜伏期間が長いので、判明しないことも多い。 

＜対策＞ 

調理器具を熱湯消毒し、よく乾燥させる。 

肉と他の食品との接触を防ぐ。 

食肉・食鳥肉処理場での衛生管理、二次汚染防止を徹底する。 

食肉は、十分な加熱（７５℃以上、１分間）を行う。 

 

●規格基準 

食品衛生法に基づき、食品や添加物などについて一定の安全レベルを確保するために

定められた規格や基準で、規格基準に合わない食品などは製造、使用、販売などが禁止

されている。 

 

●業種 

食品衛生法に基づき、公衆衛生に与える影響が著しい営業について営業許可の取得が

 
カンピロバクター 

電子顕微鏡写真。細長いらせん状のらせん菌。 

＜食品安全委員会事務局資料＞ 
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義務付けられている。平成３０年６月に食品衛生法が改正され、令和３年６月１日から

営業許可業種は３４業種から３２業種に再編される。また、営業許可に該当しない業種

を営む営業者は、一部の対象外業種を除き、営業届出が必要となる。 

 

●クドア 

魚の筋肉に生息していることが知られている寄生虫。 

＜特徴＞ 

毒性が明らかになっているものとしてクドア・セプテン 

プンクタータ(Kudoa septempunctata)がある。 

大きさが０．０１ｍｍ程で、人の体内で生育することは 

ない。 

＜食中毒症状＞ 

刺身などを生のまま食べることにより、食後数時間程度で 

水様性下痢や嘔吐を発症するが、一過性であり速やかに症状は治まる。 

 ＜過去の食中毒原因食品＞ 

ヒラメやマグロ、タイなどの報告があるが、これらのすべてに寄生虫が生息している

わけではない。  

＜対策＞ 

  －２０℃、４時間以上冷凍するか、十分な加熱（７５℃、５分間以上）を行う。 

 

【さ行】 

●残留農薬 

農作物等の栽培又は保存時に農薬が使用された場合に、農作物等や環境中に残る農薬

又はその代謝物をいう。 

農薬が残留した食品を摂取することにより、人の健康を損なうことがないよう、食品

衛生法に基づく「食品、添加物等の規格基準」において食品に残留する農薬などの量の

限度（残留農薬基準）が定められている。 

残留農薬基準が設定された場合、これを超える数値の農薬が残留する食品は、食品衛

生上の危害を除去するために必要な範囲で販売禁止などの措置がとられる。 

 

●指定成分等 

食品衛生法第８条第１項に規定する食品衛生上の危害の発生を防止する見地から特別

の注意を必要とする成分又は物として、厚生労働大臣が薬事・食品衛生審議会の意見を

聴いて指定したもの。現在、コレウス・フォルスコリー、ドオウレン、プエラリア・ミ

リフィカ及びブラックコホシュが指定成分等として定められている。 

指定成分等含有食品を製造し、又は加工する場合は、厚生労働大臣の定める基準に適

合する方法で行わなければならない。また、指定成分等を含む食品等を取り扱う営業者

は、その取り扱う指定成分等を含む食品等が人の健康に被害を生じ、又は生じさせるお

それがある旨の情報を得た場合は、当該情報を、遅滞なく、都道府県等に届け出る必要

がある。 

 

●収去検査 

食品衛生法及び食品表示法に基づき、食品関係営業施設に食品衛生監視員が立ち入り、

試験検査をするために必要最小量の食品、食品添加物等を無償で持ち帰る権限がある。

 

 

独立行政法人水産総合研究センター提供 

Kudoa Septempunctata 
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この権限を行使して行われる検査をいう。 

 

●食中毒注意報・食中毒警報 

細菌性食中毒が多発する夏期に、食品関係営業者及び市民に食品衛生に関する注意喚

起することで、食中毒発生防止や食品衛生知識向上を図ることを目的として発令される。

発令条件、期間は次のとおり。 

＜注意報＞ 

６月１日に発令される。期間は、食中毒警報の発令期間を除く９月３０日まで。 

＜警 報＞ 

真夏日（最高気温が３０℃以上）が３日以上継続した場合に発令される。期間は、食

中毒警報発令後５日以上継続して真夏日とならない場合まで。 

※千葉県健康福祉部長が必要と認めた場合はこの限りではない。 

 

●食鳥検査、食鳥検査員 

食鳥肉に起因する衛生上の危害の発生を防止し、食鳥肉の安全を確保するための検査

で、食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律に基づいて、市長が、獣医師であ

る職員の中から指定した食鳥検査員によって行われる。 

 

●食鳥処理衛生管理者 

  食鳥処理法の規定により、食鳥処理業者が食鳥処理を衛生的に管理させるため、食鳥

処理場ごとに、置かなければならないこととされている。 

食鳥処理業者に対し必要な意見を述べるとともに、食鳥処理に従事する者を監督する

等の責務がある。 

 

●食鳥処理場 

食用に供する目的で事業として食鳥（鶏、あひる、七面鳥）をと殺し、又はその内臓

の摘出等を行うために設置された施設をいう。 

 

●食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律（食鳥処理法）  

病気にかかった食鳥肉の排除、食中毒菌による食鳥肉汚染の防止等衛生上の危害の発

生の防止を目的に、食鳥処理についてその事業を許可制とする等、必要な規制を行うと

ともに、食鳥検査の制度を設けたもの。  

 

●食品衛生法 

飲食を原因とする危害の発生を防止するとともに、国民の健康保護を図ることを目的

とした法律で、この目的を達成するため食品、添加物等について規格や基準を設けて安

全確保のための規制をしている。また、違反食品や食中毒発生時には、被害の拡大防止

等のため、違反品の回収、廃棄や営業施設の禁止・停止等の処分が図られるよう規定も

設けられている。 

 

●食品衛生監視員 

食品衛生法に基づき、営業の場所、事務所等に臨検し、食品や帳簿書類を検査し、試

験に必要な食品などを収去するため、また食品衛生に関する指導を行うため、市長がそ
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の職員の中から任命した者のことをいう。 

食品衛生監視員になるためには、専門的な経験知識を有する必要がある（都道府県知

事の登録を受けた養成施設において所定の課程を修了した者、医師、薬剤師、獣医師な

どの者、大学などで水産学や農芸化学などの課程を修了した者、栄養士として２年以上

食品衛生行政に従事した者が該当する）。 

 

●食品衛生管理者 

食品の製造又は加工の過程で、特に衛生上考慮が払われなければならないような全粉

乳、食肉製品、放射線照射食品など１１種目の食品、添加物などの製造、加工を行う営

業者は、食品衛生法で一定の資格を有する食品衛生管理者を置くことが義務付けられて

いる。 

これは、食品衛生管理者を中心とした自主管理体制により安全な製品を製造・加工す

ることを目的としている。営業者が食品衛生管理者の資格要件を満たす者の中から選任

し、その旨を保健所に届け出ることとされている。  

 

●食品衛生指導員 

食品営業者の自主管理を推進するため、千葉県食品衛生協会長が一定の教育の課程を

経た者の中から、保健所長と協議のうえ食品衛生指導員として委嘱し、営業施設の巡回

指導をはじめとする食品衛生思想の普及啓発のための自主活動にあたっている。 

 

●食品衛生責任者  

法及び市条例＊の規定に基づき、営業者が施設又は部門ごとに定めることが義務付けられ

ている、施設の衛生管理の中心的な役割を担う者。 

食品衛生責任者は、食品衛生監視員又は食品衛生管理者の資格要件を満たす者及び調理

師、製菓衛生師、栄養士等の食品衛生に関する一定の知識を有する者のほか、都道府県知

事等が行う講習会又は都道府県知事等が適正と認める講習会を受講した者のいずれかに該

当する者とされている。 

また、営業者は食品衛生責任者の意見を尊重し、食品衛生責任者は公衆衛生上必要な措

置に関する基準の遵守のために、必要な注意を行うとともに、営業者に対し必要な意見を

述べるよう努めなければならない。 

＊市条例による規定は令和３年５月３１日まで。 

 

●食品衛生に関する監視指導の実施に関する指針 

平成１５年５月３０日に公布された「食品衛生法等の一部を改正する法律」（平成１５

年法律第５５号）により、国は監視指導の実施に関する統一的な考え方を食品衛生に関

する監視指導指針として平成１５年８月２９日に告示した。 

 

●食品添加物（添加物）  

食品の製造の過程において又は食品の加工若しくは保存の目的で、食品に添加、混和、

浸潤その他の方法によって使用する物をいい、保存料、甘味料、着色料等が該当する。 

厚生労働大臣が定めたもの以外の添加物及びこれを含む製剤及び食品の製造、輸入、

使用、販売等は禁止されており、この指定の対象には、化学的合成品だけでなく天然に

存在する添加物も含まれる。指定外添加物を製造、輸入、使用、販売等した場合には食

品衛生法違反となる。 
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●食品等事業者 

食品衛生法で、食品若しくは添加物を採取、製造、輸入、加工、調理、貯蔵、運搬、

販売すること若しくは器具、容器包装を製造、輸入、販売することを営む人若しくは法

人又は学校、病院その他の施設において継続的に不特定若しくは多数の者に食品を供与

する人若しくは法人と規定されている。 

 

●食品関連事業者等 

  食品表示法で、食品関連事業者とは、食品の製造、加工、輸入及び食品の販売を業と

する者をいい、食品関連事業者等とは、前述及び食品の販売をする者と規定されている。 

 

●食品等事業者の記録の作成及び保存に係る指針（ガイドライン） 

食品衛生法に規定する食品等事業者の記録の作成及び保存に係る責務について、基本

的な内容を明確化し、食品等事業者における実施を推進するために国が策定した指針を

いう。 

 

●食品表示基準 

  食品表示法第４条の規定に基づき、消費者が食品を安全に摂取し、及び自主的かつ合

理的に選択するために必要と認められる事項について具体的に定めた、食品に関する表

示の基準をいう。 

 

●食品表示法 

食品を摂取する際の安全性及び一般消費者の自主的かつ合理的な食品選択の機会を確

保するため、食品衛生法、ＪＡＳ法及び健康増進法の食品の表示に関する規定を統合し

た法律をいう。平成２７年４月１日より施行された。 

 

●製造基準 

食品衛生法に基づき、厚生労働大臣が公衆衛生の見地から、販売の用に供する食品又

は添加物の製造方法を定めた基準をいう。 

 

●成分規格 

食品衛生法に基づき、厚生労働大臣が公衆衛生の見地から、販売の用に供する食品又

は添加物の成分について定めた規格をいう。 

 

【た行】  

●大量調理施設 

同一メニューを一回３００食以上又は一日７５０食以上提供する調理施設のこと。  

●大量調理施設衛生管理マニュアル 

集団給食施設、仕出し弁当屋などの大量調理施設における食中毒を予防するために 

作成されたマニュアルのことで、HACCP の概念に基づき、調理過程における重要管理 

事項が定められている。  
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●腸管出血性大腸菌 

患者の年齢や健康状態によっては重篤化の危険性があり、 

国内で散発している細菌。代表的な血清型として、Ｏ１５７、 

Ｏ１１１、Ｏ２６などが知られている。 

＜特徴＞ 

動物の腸管内に生息し、糞便を介して食品、飲料水を 

汚染する。 

少量でも発病することがある。 

加熱や消毒処理には弱い。 

＜食中毒症状＞ 

感染後１～１０日間の潜伏期間。 

初期の感冒様症状のあと、激しい腹痛と大量の新鮮血を伴う血便がみられる。 

発熱は少ない。 

乳幼児や高齢者などは重症になりやすく、溶血性尿毒症症候群を併発し、意識障害 

に至ることもある。 

＜過去の食中毒原因食品＞ 

牛たたき、牛刺し、レバ刺し、浅漬け、糞便等により二次汚染された食品や飲料水 

＜対策＞ 

調理器具を熱湯消毒し、よく乾燥させる。 

肉と他の食品との接触を防ぐ。 

食肉は、十分な加熱（７５℃以上、１分間）を行う。 

  生食する野菜、果物は、十分に洗浄し、次亜塩素酸ナトリウム等で殺菌する。 

 

●千葉県食品衛生法施行条例（県条例） 

食品衛生法に基づき、公衆衛生に与える影響が著しい営業３４業種（令和３年６月１

日以降は３２業種）について、業種別に施設基準等を定めた条例。この基準に適合して

いなければ営業許可を受けることができない。  

 

●添加物 

「食品添加物」参照 

 

●登録検査機関 

  食品衛生法第３１条に基づき、国に登録した検査機関。検査結果については、行政検

査で得られた結果と同じ効力を有する。 

 

【な行】  

●生食用食肉 

生で食べることができるものとして販売される牛の食肉（内臓を除く。）のことで、い

わゆるユッケ、タルタルステーキ、牛刺し及び牛タタキをいう。また、これらを食材と

して調理し、販売される惣菜も含まれる。 

 生食用食肉の規格基準では、成分規格、加工基準、調理基準、保存基準が定められ、

枝肉から切り出した肉塊の加熱殺菌等を行う施設には加工基準が、加熱殺菌済みの肉塊

を細切又は調味する行為のみを行う施設には調理基準が適用される。また、消費者庁に

 
腸管出血性大腸菌 O157:H7 

＜食品安全委員会事務局資料＞ 
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おいて表示基準が定められている。  

 

●認定小規模食鳥処理場  

各年度の食鳥の処理羽数が３０万羽以下の小規模の食鳥処理場で、厚生労働省が定め

る基準に適合した施設として、都道府県知事又は保健所を設置する市の市長等が認定し

た施設をいう。都道府県知事等が行う食鳥検査や食鳥検査員の常駐が免除されるため、

処理羽数の上限を遵守すること等が義務となっている。  

 

●ノロウイルス 

冬期を中心に年間を通じて胃腸炎症状を起こすウイルス。 

感染しても症状が出ないことがある（不顕性感染）。 

＜特徴＞ 

人から人への二次感染。 

二枚貝の生食により発症することがある。 

逆性石けんやアルコールに抵抗性がある。 

少量のウイルスでも発症する。 

＜食中毒症状＞ 

潜伏期は２４～４８時間。 

主症状は、下痢、嘔吐、吐き気、腹痛、３８℃前後の発熱。 

＜過去の食中毒原因食品＞ 

調理従業者からの二次汚染によるサンドイッチ、パン、二枚貝など。 

＜対策＞ 

手洗いの徹底。 

調理従事者の健康管理に留意し、体調不良時は調理行為をしない。 

野菜などの生鮮食品は充分に洗浄する。 

感染者の便、嘔吐物に接触しない。 

二枚貝は中心部まで充分に加熱する（８５～９０℃、９０秒以上）。 

 

【は行】  

●HACCP 

１９６０年代に米国で宇宙食の安全確保のために考案された食品の衛生管理手法で、

Hazard Analysis and Critical Control Pointといい、頭文字の略語としてHACCP（ハサ

ップ）と呼ばれている。 

原材料の受入れから最終製品までの工程ごとに微生物、化学物質、金属の混入などの

潜在的な危害要因を分析・特定（危害要因の分析）した上で、危害の発生防止につなが

る特に重要な工程（重要管理点）を継続的に監視・記録する工程管理のシステムのこと。

これまでの抜き取り検査に比べ、より効果的に問題のある製品の出荷を未然に防ぐこと

が可能になるとともに、原因の追究を容易にすることが可能となる。 

HACCPに沿った衛生管理の制度化に伴い、食品等事業者においては、「HACCPに基

づく衛生管理」又は「HACCPの考え方を取り入れた衛生管理」のどちらかで営業施設

の衛生管理を実施することが求められる。 

 
ノロウイルス 

電子顕微鏡写真。直径 30 nm 前後の 

小球形の形態が特徴。 

＜食品安全委員会ホームページより＞ 
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●ふぐ営業認証施設 

飲食店等でふぐを調理、加工してお客に提供、販売するなど、ふぐの取扱い又はふぐ

の販売を業として行うことができる施設で、ふぐの取扱い等に関する条例第１３条に規

定する市長の認証を受けた施設をいう。 

 

●ふぐ処理師 

ふぐの取扱い等に関する条例第５条に規定するふぐの取扱いに関し知事の免許を受け

た者をいう。同条例第３条の規定により、ふぐ処理師でない者は、ふぐの取扱いに従事

してはならないと規定されている。 

 

●ふぐの取扱い等に関する条例 

ふぐの取扱い及び営業について必要な規制をすることにより， ふぐ毒によって発生す

る公衆衛生上の危害を防止することを目的として制定された千葉県条例。 

 

●船橋市食品衛生法に基づく公衆衛生上講ずべき措置の基準に関する条例（市条例）  

食品衛生法に基づき、営業施設の公衆衛生上講ずべき措置の基準を定めた条例で、対

象施設内外の清潔保持、ねずみ、昆虫等の駆除、食品衛生責任者の設置その他公衆衛生

上講ずべき措置について、必要な管理運営基準を定めている。 

なお、食品衛生法改正により市条例で定められていた内容は厚生労働省令により規定

されることとなったため、市条例は令和３年６月１日付けで廃止される。 
 

●放射性物質、放射性セシウム 

  放射線を出す能力を持つ物質のこと。放射性ヨウ素や放射性セシウム等、様々な種類

＜厚生労働省ホームページより＞ 



 
26 

がある。 

平成２４年４月１日から、食品衛生法の規格基準として、食品中の放射性セシウムの

基準値が設定された。 

 

【ら行】 

●リスクコミュニケーション 

消費者、食品事業者、行政その他の関係者の間で食品の安全・安心に関する情報及び

意見を交換し、相互理解を図ることをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

船橋市保健所衛生指導課 

〒２７３－８５０６ 

船橋市北本町１丁目１６番５５号 保健福祉センター２階 

電 話 ０４７－４０９－２５６６（食品監視係） 

     ０４７－４０９－２５９４（食品指導係） 

ＦＡＸ ０４７－４０９－２５９２ 

E-mail ho-shido@city.funabashi.lg.jp 

 


